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1. はじめに 

非同期式回路では、ディジタル回路設計において主流で

ある同期式回路とは異なり、クロック信号を用いずにハン

ドシェイクプロトコルを用いてタイミングの制御を行って

いる。ハンドシェイクプロトコルを用いることで、同期式

回路と比べて非同期式回路は低消費電力、低ノイズ、高速

性が実現できると期待されている。しかし、依存性グラフ

を用いてパイプライン化した非同期式回路を簡単化するた

めの等価性判定アルゴリズムは、条件ループを持つ場合に

は対応できないという問題と等価性判定に長時間を要する

という問題があった。本稿では、前者を解決するために、

条件ループに対応可能なパイプラインイタレーションの境

界を用いる手法を提案する。また、後者を解決するために、

等価性判定が失敗する分岐系列の偏りに着目して、判定順

序を変更することにより高速に判定する手法を提案する。 

2. 依存性グラフの構造 

依存性グラフ（DG）は、基本操作（長円）、セレクト

（三角形）、マージ（逆三角形）、フォーク（小正方形）、

ジョイン（小円）の頂点と頂点間のトークンの移動を表す

有向辺、初期トークン（黒丸）により構成されるグラフで

ある。初期トークンから出発したトークンは有向辺上を移

動し、任意の頂点上に到達した

時その頂点が発火（処理を実行）

する。セレクトは発火時の変数

の値などの条件からトークンを

どの分岐に移動させるかを決定

する。マージはセレクトにおい

て分岐した合流地点である。フ

ォークとジョインはトークンの

複製、結合を行う。本論文では、

基本操作、セレクト、マージの

みを頂点として扱い、フォーク

とジョインはこれらの頂点に付

随するものとして扱う。フォー

クとジョインを含まない DG のこ

とを直列依存性グラフ（SDG）

と呼び、SDG を並列化した依存性グラフをパイプライン化

依存性グラフ（PDG）と呼ぶ。 

図 1 では SDG の頂点とその頂点ごとの依存関係（破線）

を示している。各頂点にはラベルが付加されており、セレ

クトでは便宜上、左から順に分岐番号を1,2,3⋯を割り当て

る。セレクトの発火時にどの分岐番号を選択したかを明示

的に示す場合は、選択した分岐番号を() 内部に入れてs(1)

のように表す。図 2 は図 1をパイプライン化したグラフで

あり、図 1上での依存関係をすべて満足するようにセレク

トとマージを複製し並列性を最大限まで高めたものとなっ

ている。パイプライン化された際に複製されたセレクトと

マージは、複製元の名前に複製番号を付加してs1, s2,m1, 

m2のように示す。 

 

3. 強等価判定法 

二つの PDG が強等価であるか判定するために本論文で

は PDG グラフの構造に基づいた基本操作直結因果関係グ

ラフを用いた方法を採用している[1]。最初に、基本操作直

結因果関係グラフを用いた等価判定アルゴリズムを簡単に

説明する。SDG G において、初期トークンが存在する辺の

終点、または条件ループ末尾のマージ要素から始まる極大

な単純路のことを、G のイタレーションと呼び、SIR と略

記する。SIR を作成するアルゴリズムは[2]で示されている。

PDG は SDG を並列化したものであるので、対応する SIR

の頂点の順番は変わるがそれぞれの前後の関係は変化せず、

またその処理内容は変わらない。したがって PDG 上のイ

タレーションは SIRと 1対 1に対応する。 

図 2 PDG 

 

図 1 SDG 
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SIR の系列を有限長でかつ一意に特定するために、分岐

系列B̂ = {B1 , B2⋯} を定義する。ただし、BiはB̂のi番目の

分岐パラメータである。また、Biに対応するイタレーショ

ンiの頂点xが発火するときxiとあらわす。 

分岐系列と PDGに対して、基本操作発火xiからセレクト

とマージのみを通過して基本操作頂点発火yjに到達すると

き、xiとyjは基本操作到達関係があるという。さらに、

(xi, yj)を有向辺としてみなした有向グラフを基本操作直接

到達関係グラフVと表す。Vの推移的リダクションを基本操

作直結因果関係グラフȮ(G, B̂)(または、Ȯ)で表す。SDG の

セレクト数をMとして、Ȯ(G, B̂)のうち分岐系列においてi番

目に対応する部分グラフをȮ(1)(G1, B̂)と表す時、[1]より長

さ 4M+ 4の任意の分岐系列 B̂において Ȯ(1)(G1 , B̂) =

Ȯ(1)(G2, B̂), Ȯ(2)(G1, B̂) = Ȯ(2)(G2, B̂)を満たすだけで強等価

であると判定できる。特に、条件ループを持たない場合は

分 岐 系 列長 が 2M+ 2 で 十 分で あ り、 Ȯ(1)(G1 , B̂) =

Ȯ(1)(G2, B̂)のみで判定を行うことができる。 

4. 条件ループに対応するための改良 

探索の過程で、PDG 上の有向辺(x, y)を経由する際に以

下のいずれかの条件を満たしていれば、これをイタレーシ

ョンの境界とする。ただし、複製されたセレクト,マージは

複製元の SIRを参照する。 

⚫ 現在のイタレーションに対応する SIR上では,頂点y

発火以降に頂点xが発火する 

⚫ 現在のイタレーションに対応する SIR 上では頂点y

が発火しない 

図 3 は条件ループを持つ SDG である。図 4,表 1はそれ

ぞれ図 3の PDG,SIRである。 

分岐系列 𝐵̂ = ({𝑠(2), 𝑡(2)}, {𝑡(2)}, {𝑠(1), 𝑡(1)}, {𝑠(2), 𝑡(1)}, 

⋯)を例として説明する。 

基本操作発火d1か

ら 有 向 辺 (d, n2), 

(n2, c)を経由して到

達する頂点はcであ

る。開始点がa,分岐

系列が B1̂ = ({s(2), 

t(2)})の条件を満た

す SIR は (a, s(2), n, 

c, t(1), d )であり、n

の発火後にdが発火

する事が分かるので、

有向辺(d, n2)は一つ

目の条件満たす。よ

って、イタレーショ

ン番号を 1から 2変

更し、V上に作成さ

れ る 有 向 辺 は

(d1 , c2)になる。 

この例は、イタレーションの境界にトークンを用いた場

合、有向辺上にトークンがないためイタレーション番号の

変更が起きなかったが、イタレーションの境界に SIR を用

いた場合、イタレーション番号の変更を起こすことが可能

になり、基本操作直接到達関係グラフVを作成が可能にな

った。 

表 1 図 3の SIR一覧 

SIRの 

開始点 

次の SIR

の開始点 
分岐系列 SIR 

a a s(1) a, s(1), b,m 

a a s(2), t(1) a, s(2),n, c, t(1),m 

a n s(2), t(2) a, s(2), n, c, t(1), d 

n m s(1), t(1) n, c, t(1),m, a, s(1), b 

n n s(2), t(1) n, c, t(1),m, a, s(2) 

n n t(2) n, c, t(2), d 

m m s(1) m,a, s(1), b 

m m s(2), t(1) m,a, s(2), n, c, t(1) 

m n s(2), t(2) m,a, s(2), n, c, t(2), d 

 

5. 分岐系列の適応的判定順序変更 

従来手法において、強等価ではないと判定される場合、

同一ではない基本操作直結因果関係グラフが作成されるま

で、分岐系列を変更しながら基本操作直結因果関係グラフ

を作成する必要ある。しかし、強等価ではないことを判定

するには、同一ではない基本操作直結因果関係グラフを作

成する分岐系列のみが必要であり、必要ない分岐系列から

同一基本操作直結因果関係グラフを作成するための時間が

必要になる問題が発生している。この問題を解決するため

に、多くの DG で単一化した頂点に関係なく、同一の分岐

系列で失敗していることから、すべての分岐系列でȮの一

致を判定するさいに、別の単一化パターンが失敗した分岐

系列を優先的に判定を行い、早期に失敗を判定する可能性

を高くすることで、判定に必要な基本操作直結因果関係グ

ラフの作成個数を削減し、アルゴリズムの高速化を行った。 

図 6は図 2のs2とs3を単一化した PDG G′である。図 2と

図 6 の強等価判定において、分岐系列B̂ = ({s(2)}, {s(1)}, 

{s(1)}, {s(1)})を用いて作成されたO(1)
̇ がそれぞれ図 5 と図

7 となり、(d1 , b3)の関係が(d1 , a3)の関係に変化したため、

強等価ではないと分かる。また、他の組み合わせで単一化

した PDG の強等価判定においても、B̂ = ({s(2)}, {s(1)}, 

図 4 条件ループを持つ PDG 

図 3条件ループを持つ SDG 
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{s(1)}, {s(1)})で同様の変化が起こっているため、分岐系列

B̂ = ({s(2)}, {s(1)}, {s(1)}, {s(1)})は単一化した頂点に関係な

く、(d1 , b3)の関係を(d1 , a3)変化させる可能性があること

が分かる。 

表 2 は従来手法における分岐系列の使用順番の一部であ

る。表 3 は提案手法における変更後の分岐系列の使用順番

の一部である。表 3 のように、分岐系列B̂ = ({s(2)}, {s(1)}, 

{s(1)}, {s(1)})が１番目に使用されるような使用順番に変更

することで、以降の強等価判定の最初に(d1 , b3)の関係が

(d1 , a3)に変化しているか 1番目に調べることができる。変

化していた場合、表 2の順番 1番から 3番の分岐系列を判

定に使用せずに、１個の分岐系列のみで強等価ではないと

判定できたことになる。このように、判定を失敗した分岐

系列を発見する度に 1 番目に使用されるように変更するこ

とで、以降に同一の分岐系列で失敗する強等価判定は、最

大で使用順番を変更した回数のみで失敗の判定を行うこと

が可能になる。 

表 2 分岐系列の使用順 

使用順番 従来手法のイタレーション 

1 ({𝑠(1)}, {𝑠(1)}, {𝑠(1)}, {𝑠(1)}) 

2 ({𝑠(1)}, {𝑠(1)}, {𝑠(1)}, {𝑠(2)}) 

3 ({𝑠(1)}, {𝑠(1)}, {𝑠(1)}, {𝑠(3)}) 

4 ({𝑠(2)}, {𝑠(1)}, {𝑠(1)}, {𝑠(1)}) 

5 ({𝑠(2)}, {𝑠(1)}, {𝑠(2)}, {𝑠(1)}) 

⋮ ⋮ 

 

表 3 変更後の分岐系列の使用順 

使用順番 従来手法のイタレーション 

1 ({𝑠(2)}, {𝑠(1)}, {𝑠(1)}, {𝑠(1)}) 

2 ({𝑠(1)}, {𝑠(1)}, {𝑠(1)}, {𝑠(1)}) 

3 ({𝑠(1)}, {𝑠(1)}, {𝑠(1)}, {𝑠(2)}) 

4 ({𝑠(1)}, {𝑠(1)}, {𝑠(1)}, {𝑠(3)}) 

5 ({𝑠(2)}, {𝑠(1)}, {𝑠(2)}, {𝑠(1)}) 

⋮ ⋮ 

6. 高速化の評価 

単一化を行いうる全ての頂点対について、単一化前後の強

等価判定アルゴリズムを実行し、提案手法と従来手法の作

成した基本操作直結因果関係グラフの総数と実行時間を計

測をした。ベンチマークとして用いた SDG を図 8∼図 13

に示す。CPUは Intel Core i7-8700を用いた。 

 

6.1 測定結果 

提案手法と従来手法の分岐系列数などの情報を表 4、作

成した基本操作直結因果関係グラフの総数と削減個数を表

5、実行時間を表 6に示す。ただし、表 5の削減率は次の

式で求めている。削減率 = (従来手法の𝑂の
̇
作成個数

−提案手法の𝑂の
̇
作成個数)/ (従来手法の𝑂の

̇
作成個数)×

100 

 

図 9 SDG(2) 

図 8 SDG(1) 

図 5 図 2の基本操作因果関係グラフ𝑂(1) 

図 6 PDG G' 

図 7   図 6の基本操作因果関係グラフ𝐎(𝟏) 
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表 4 分岐系列の削減回数 

SDGの種類 強等価判定回数 
分岐系列数を 

削減できた判定回数 

SDG(1) 13 8 

SDG(2) 52 42 

SDG(3) 173 51 

SDG(4) 47 36 

SDG(5) 26 13 

SDG(6) 46 9 

 

表 5 提案手法の削減効果 

SDGの 

種類 

従来手法

(個) 

提案手法

(個) 

削減個数

(個) 

削減率

(%) 

SDG(1) 150 126 24 16.0 

SDG(2) 34673 21707 12966 37.4 

SDG(3) 4276956 4150138 126818 2.97 

SDG(4) 1526804 971261 555543 36.39 

SDG(5) 4582391 4574716 7675 0.17 

SDG(6) 2651378 2651342 36 0.0014 

 

表 6   強等価判定の実行間 

SDGの 

種類 
従来手法(s) 提案手法(s) 

削減率

(%) 

SDG(1) 0.009 0.008 11.11 

SDG(2) 3.889 2.485 36.10 

SDG(3) 457.279 440.274 3.72 

SDG(4) 155.527 102.999 33.77 

SDG(5) 1222.771 1199.163 1.93 

SDG(6) 654.505 652.775 0.26 

7. 評価 

表 5と表 6から、従来手法と比べて、提案手法は作成す

る基本操作直接因果関係グラフの数と実行時間を削減をす

ることができている。SDG(3), SDG(5), SDG(6)は削減率は

低い。なぜなら、提案手法は強等価判定に失敗する場合に

作成する基本操作直接因果関係グラフの個数の削減を行う

ものであり、強等価判定に成功する場合には影響がないた

め、強等価判定の回数に対して分岐系列数を削減できた判

定回数が半分以下であるこれらの SDG には影響が少なか

ったからである。強等価判定の回数に対して分岐系列数を

削減できた判定回数が半分以下になる理由として、SDG(1)

の依存関係(d, f)のような対になるセレクト,マージの内部で

完結する依存関係を持たないからである。このような依存

関係は、外部の頂点と関係を持たないため、単一化によっ

て新たな基本操作直接到達関係を持つことで、並列性を失

い、判定を失敗させる可能性を高くする性質がある。さら

に、SDG(5)と SDG(6)は、強等価の場合に必要な分岐系列

数に対して削減できる分岐系列数の平均の割合が他の SDG

と比べて小さいため、より削減率への影響が少なくなって

いる。 

SDG(1), SDG(2), SDG(4)は削減率は高くなっている。こ

の理由として、強等価判定の回数に対して削減できた判定

回数が半分以上であるため削減個数が増加するからである。 

以上より、提案した手法は、基本操作直接因果関係グラ

フの数を削減することで実行時間を削減できることを確認

できた。 

 

8. おわりに 

研究ではイタレーション境界としてトークンの代わりに

SIRを用いることにより条件ループを持つ SDGに対応した

強等価判定アルゴリズムの実装を行った。また、別の単一

化パターンで失敗した分岐系列を優先的に判定に用いるこ

とによる、強等価判定アルゴリズムの高速化法を提案した。

この分岐系列の適応的判定順序変更法の実装を行い、従来

手法と比較して0.26% ∼ 36.10%高速化されたことを確認

した。 
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